




































ステークホルダーエンゲージメント

共創の取り組み

● 従業員参画から生まれる現場発の環境活動　 
「大塚グループ環境アワード」
「大塚グループ環境アワード」は、各事業会社が取り組む環境活動

の中から、独創性のある事例や模範となる取り組みを表彰する制度
です。本アワードは、カーボンニュートラル、サーキュラーエコノミー、
ウォーターニュートラル、バイオダイバーシティといった環境重要項目
を踏まえ、幅広い活動を対象としています。2018年度の開始以来、
優れた活動を顕彰し共有することで、従業員の改善意欲を高め、活
動の促進を図ってきました。

2025年度は国内30件、海外15件の応募が寄せられました。数
多くの事例からは、各地域・各職場の従業員が主体的に環境課題に
取り組んでいる状況が確認されました。応募事例には、現場で課題
を捉え、仮説検証を重ねて改善につなげたプロセスが示されており、
こうした自律的な取り組みがグループ全体の活動を力強く支えてい
ます。本アワードは、現場発の優れた事例を横展開する機会であると
ともに、従業員の参画意識や誇りを育み、エンゲージメントの向上に
も寄与しています。

今後も現場の創意工夫を起点として、環境課題への対応力を高
め、従業員の挑戦が新たな企業価値創出につながる好循環を形成し
ていきます。

大賞
	●大鵬薬品・大塚製薬：グループ連携による医薬品包装PTPシートの再資源化
プロセス構築（  p.91）

優秀賞
	●大塚製薬：「ネイチャーメイド」輸入コンテナ積載効率改善によるCO2排出量
の削減（  p.89）

● 自治体と協働で実現する災害に強い地域社会づくり
日本では過去の震災の経験から、災害時の「命を守る」対応に加

え、避難生活が長期化する中で発生する災害関連死を減らす「命と
暮らしを守る」体制の構築が重要視されています。

大塚製薬では、自治体との包括連携協定に基づき、2020年度よ
り災害時における薬事支援を強化する目的で「大塚災害薬事サポー
ター養成プログラム」を開始しました。本プログラムは、地元薬剤師
会を中心に自治体や医師などと連携して構築された取り組みであ
り、薬剤師が被災地で迅速かつ的確に医薬品管理や相談対応を行え
るよう支援するものです。これまでに全国約40の自治体で実施し、
延べ3,500人以上が参加しています。

また、自治体主催の防災イベントでは、当社グループが合同でブー
スを出展し、発災後の栄養管理、
感染症対策、トイレの確保、ペット
との避難対策など、非常時に求め
られる多角的なヘルスケア情報
を、製品の展示とともに提供して
います。

今後も保健・医療・福祉をはじ
めとする関係組織との連携を進
め、被災者と支援者双方を支える
仕組みを広げることで、地域の課
題解決に寄与し続ける企業である
ことを目指します。

当社グループでは、社会貢献活動基本方針のもと重点分野を
定めて社会貢献活動を行っています。災害時においては、製品
の提供や義援金・寄付などを通じた支援も実施しています。

	社会貢献活動  
https://www.otsuka.com/jp/sustainability/community/

● 積極的なコミュニケーションを通じた持続的な信頼関係構築
大塚グループは、考えや取り組みをわかりやすく社会へ発信し、私

たちの理念や姿勢に共感していただくことで、株主・投資家との持
続的な信頼関係構築を図っています。

その一環として、年4回の決算発表後に証券会社アナリスト・機関
投資家・メディアを対象とした決算説明会を開催するほか、事業説
明会、施設見学会、機関投資家との個別ミーティングなど、さまざま
なコミュニケーション機会を設けています。こうした対話を通じて寄
せられた意見や期待を、経営や情報開示の改善に活かしながら、中
長期的な企業価値の向上に取り組んでいます。

環境アワードの受賞者には、表彰状と副賞として大塚オーミ陶業の美術陶板を授与

決算説明会 株主総会

飲料、食品、衛生用品、ペット用品まで、グ
ループの多様な製品が並ぶブース（東京
都港区で開催された防災イベント）

アナリスト・機関投資家との対話（2025年度実績）

個別面談 504回

ESG面談 9回

決算説明会 4回

事業説明会 6回

施設見学会 1回

証券会社主催カンファレンス 7回

株主総会（2025年度実績）

来場者数 303名

ライブ配信への参加者数 197名

議決権行使率 85.41％

加盟している主な業界団体
日本製薬工業協会

輸液製剤協議会

一般社団法人全国清涼飲料連合会
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品質

品質を礎とした価値創造と信頼の構築

大塚グループが社会に提供するWell-beingの出発点は「品質」
です。世界中の人々の健康を担う企業として、品質は企業価値その
ものであるという考えのもと、品質を礎とした価値創造を実践し、世
界の人々の健康に貢献する、なくてはならない企業を目指していま
す。規制遵守を超えて、ブランドの信頼性向上、事業リスクの低減を
図っています。

当社グループでは、グローバルで統一された品質ガバナンスと、グ
ループ横断での品質管理体制を強化するとともに、医薬品と食品の
知見を相互活用する独自の品質体系を構築し、世界中の患者さん、
生活者の信頼に応え続けています。

また、当社グループ共通の品質ポリシーのもと、医療関連事業、
NC関連事業、消費者関連事業、その他の事業が各々の事業特性に
合わせた品質体制を構築しています。

大塚グループ品質ポリシー

1. 品質文化の醸成
　 �常に顧客目線でニーズを探索し、リスクの把握に努め、技

術の開発・取得、人財育成を進め、継続的な品質改善を行
い、顧客満足を追求します。

2. 品質第一
　 �国際的な水準を満たした品質システムを構築し、すべての

人々に信頼される製品・サービスを提供します。
3. 安全・安心
　 �原料・資材の調達から開発・生産・品質管理・物流・販

売・顧客対応に到るすべての活動において安全・安心な
製品・サービスを提供します。

4. コンプライアンス遵守
　 �法令遵守やデータの信頼性確保をすべての事業活動の土

台として、高い倫理観を持ち、誠実な活動を行うことで、
持続的な成長をめざします。

品質保証体制を強化する“組織力”

大塚グループ品質ポリシーに基づき、トップマネジメントの監督お
よび説明責任のもとで、各事業会社が事業特性に応じて各国・地域
の規制を遵守しながら適切な品質マネジメントを行っています。各事
業会社の品質責任者は連携体制を構築し、海外拠点・海外工場・現
地パートナーを含めた安全性・品質に関するリスク評価や定期的な
モニタリングを実施し、是正対応に取り組んでいます。医療関連事業
では、「ICH Q10　医薬品品質システムに関するガイドライン」に基
づいた品質システムを強化し、NC関連事業および消費者関連事業
では、「ISO9001」「ISO22000」「FSSC22000」などの認証
取得を進めています。また、グループ横断の複数の推進組織のもと
データの信頼性確保に努め、トレーサビリティを徹底した品質保証体
制の強化に取り組んでいます。さらに、FDA（米国食品医薬品局）な
どの規制当局による査察や第三者機関による定期的な外部監査を
通じて、品質保証体制の有効性を継続的に確認しています。

原材料のサプライヤーや製造委託先などのビジネスパートナーに
対する定期的な監査についても、グローバルで協業して進めていま
す。監査では、現地調査または書面調査を通じて規制遵守状況を確
認し、指摘事項のレベルに応じた改善対応を行うことで、よりよい品
質を実現するためのパートナーシップ形成に努めています。リスクの
高いトラブルに直面した場合には、臨時の現地監査を実施し、迅速な
問題解決を図っています。

大塚グローバルクオリティチームの活動

大塚製薬では、欧米、アジア、中東などの複数の拠点において、製
品および開発品の委託製造を行っています。サプライチェーンが複
雑化する中、高品質な医薬品の安定供給と持続的な事業継続の実
現に向けて、2017年よりグループ35社＊が参画する「グローバル
クオリティチーム」を編成しました。日本、アジア、北米、欧州に責任
者を置き、一貫した品質ガバナンス体制を構築しています。グローバ
ル共通の品質管理文書（G-SOP）を策定し、運用の標準化を進める
とともに、ITプラットフォームを活用して各種データの共通管理や、
当局査察およびベンダー監査の一元管理を行い、品質向上のスパイ
ラルを加速しています。
＊ アジア・中東・アフリカ21社、欧州12社、北米2社

グループ合同ビジネスパートナー監査

大塚グループの医薬品を製造する4社＊は、監査の均質化と監査
担当者のスキルアップを目的に、原材料などの同一供給元に対する
ビジネスパートナー監査を2016年から合同で行っています。監査
に加え、監査員を育成するための教育プログラムならびに監査員認
定制度なども、グループ共通の仕組みとして運用しています。
＊ 大塚製薬、大塚製薬工場、大鵬薬品、イーエヌ大塚製薬

大塚グループの品質保証体制 ビジネスパートナー監査件数

大塚グループ品質ポリシー

グループ横断の
複数の推進組織

多様な事業特性、地域特性に
合わせた各社個別の品質マネジメント
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品質

品質確保と安定供給のための�
組織の枠を越えたグローバル連携

大塚グループは、製品・サービスの品質確保と安定供給を重要な
経営課題の一つと位置づけています。相互に密接に関わる品質部
門、生産部門、サプライチェーン関連部門、環境関連部門が一堂に
会する「グローバルQPSE会議（Global Quality, Production, 
Supply Chain and Environment Meeting）」を毎年開催し
ています。本会議では、経営層への活動報告や、組織・部門の枠を越
えた情報共有が行われています。

2026年は、14カ国・地域の38社から計182名＊が参加し、生
産と品質における戦略的アプローチなどについて活発なディスカッ
ションが行われました。各社の事例や課題を共有し、ベストプラク
ティスを当社グループへ展開することで、組織力の強化につなげて
います。
＊ �対象：大塚ホールディングス、大塚製薬、大塚製薬工場、大鵬薬品、大塚化学、大塚食品

ならびにその海外子会社

次世代を担うグローバルリーダーの育成

当社グループでは、部門や国・地域を越えて、品質保証業務を遂
行できる人財の育成に取り組んでいます。

例えば大塚製薬では、日本国内の品質保証担当者が米国や欧州
の品質保証部門で業務を行うことで、現地の法規制や慣習、文化へ
の理解を深めるとともに、品質保証機能の高度化およびグローバル
での連携強化を目的とした「Exchangeプログラム」を実施してい
ます。本プログラムは、1～2カ月の短期プログラムと、2～3年にわ
たる長期プログラムで構成されています。短期プログラムでは、業務
を通じて相互の役割を理解し、エリア間をつなぐ橋渡し役として活躍
する人財の育成を図っています。一方、長期プログラムでは、米国や
欧州の関連会社で数年にわたり業務に従事することで、グローバル
リーダーとして製品の安定供給のための品質保証業務を遂行できる
人財の育成を進めています。

バリューチェーンのすべてにおける品質追求

当社グループの顧客対応窓口に寄せられた声は、速やかに品質部
門へ共有される仕組みを確立しており、製品・サービスに対する指摘

には迅速かつ適切な対応を行っています。日本国内では、大塚ホー
ルディングス取締役のもと、「大塚グループお客様対応担当者連絡
会」が毎年開催され、医療関連事業、NC関連事業、消費者関連事
業、日用品雑貨、通信販売窓口の責任者および関係部署＊が参加し
ています。また、弁護士をはじめとする有識者による勉強会や各社の
対応状況やトピックスなどを共有することで、グループ横断でお客さ
まから信頼される仕組みづくりに取り組んでいます。

大塚製薬では、製品・サービスの安全性確保のための緊急対応訓
練を毎年実施しているほか、品質部門を含むバリューチェーン関連
各部門が連携し、お客様相談室に寄せられた声を共有する活動を続
けています。
＊ �対象：大塚ホールディングス、大塚製薬、大塚製薬工場、大鵬薬品、大塚食品ならびにそ

の他日本国内グループ会社

大塚グループお客様対応担当者連絡会

グローバルQPSE会議の様子

グローバルQPSE会議参加企業

取り組み事例

部門を越えた品質・安全の取り組み

品質・安全性の確保を全社の最重要課題
と位 置 づけ、グローバルで 品 質、生 産、
CMC＊、サプライチェーンなど関連部門が連
携し、リスクの予防・把握・是正に取り組ん
でいます。失敗事例や顧客の声を部門を超
えて共有し、ベストプラクティスを迅速に展
開することで、組織力を高め、信頼され続け
る価値創造を実践しています。
＊ �CMC：Chemistry, Manufacturing and 

Control；化学・製造・品質管理

大塚製薬株式会社 
信頼性保証本部 本部長 

山西 基之

NC製品におけるグローバル品質活動

大塚グループでは、10カ国、16社のNC
関連会社によりグローバルネットワークを構
築しています。品質指標の可視化、相互確
認、成功事例および過去のトラブルの共有
を通じて各工場のレベル向上を図るととも
に、バリューチェーン全体にわたる品質保証
レベルおよび顧客満足度の向上を目指して
います。

大塚製薬株式会社 
品質本部 本部長

多田 浩二
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ウォーター
ニュートラル

カーボン
ニュートラル

サーキュラー
エコノミー

バイオ
ダイバーシティ

豊かな未来に続く
サステナブルな社会の実現を目指します
大塚グループは、事業活動が環境に負荷を与えることを認識し、革新
的で創造性ある製品・サービスを通じ、社会課題の解決と持続的成長
の両立にグループ一丸となって取り組んでいます。これからも、事業
継続性と競争優位性を高め、環境・社会に対する責任ある行動を継続
することで、長期的な成長と持続可能な企業価値創造を目指します。

2050年環境ビジョン

「ネットゼロ」
事業活動のすべての環境負荷をゼロに

大塚グループは、トータルヘルスケア企業として地球環境の負荷低減に真摯に取り組み、
健やかな未来に続くサステナブルな社会の実現に貢献するため、

事業活動におけるすべての環境負荷をゼロにするという2050年環境ビジョン「ネットゼロ」を掲げています。

地球温暖化により発生する
気候変動の抑制 資源利用の抑制・循環利用 水資源の維持・保全 自然資源の

持続可能な安定調達

2025年度の主な取り組み 2025年度の主な取り組み 2025年度の主な取り組み 2025年度の主な取り組み
■ ゼロウェイストに向けた取り組み
■ 持続可能な社会に対応した
  容器包装使用への取り組み
■ 自治体との資源循環協定締結の拡大
■ グループ連携による再資源化の推進

■ 水使用量削減に向けた取り組み
■ 生産現場での水使用量最適化
■ 生産拠点における水リスク評価の実施
■ 水資源管理適正化に向けた全101拠点の
  排水に関する基礎的管理項目の確認

■ パーム油の使用量調査
■ サステナブル紙の使用量調査
■ 紙調達ガイドラインの策定

■ CO2排出量削減の取り組み（Scope1,2）
■ サプライチェーン全体でのCO2削減の取り組み
  （Scope3）
■ 自己創出再生可能エネルギーの拡大
■ 国内グループ統合エネルギー管理による
  ベストミックスの追求

● PETボトルにおける
リサイクル原料および
植物由来原料の使用割合100%

2030年度目標

地球環境への負荷低減 ｜ 環境ビジョン

● CO2排出量の削減
・Scope1,2：50％削減（2017年度比）
・Scope3：2050年カーボンニュートラルに
 向けた取り組みの推進

● 自己創出再生可能エネルギー20％

2028年度目標
● 単純焼却と埋立を50%削減（2019年度比）
● 食品ロス削減計画の策定と実行

2028年度目標
● 水ストレス地域の事業拠点での
水利用戦略の立案

● 水資源管理プログラムの全拠点展開
● 水使用量10％削減（2023年度比）

2028年度目標
● RSPO認証パーム油を100%利用
● サステナブルな紙を100%利用

2028年度目標

2050年度目標に向けた取り組み
■ 次世代技術の活用と高度化を
基盤に、社会との連携を通じて
脱炭素の取り組みを深化

■ 資源効率向上を軸に、バリュー
チェーンと社会との連携を通じ
て資源循環を推進

■ 事業活動およびバリューチェーン
を通じた、自然資本の保全・回復

■ 水使用効率の向上と地域・ステーク
ホルダーとの連携を通じた水資源の
持続可能な利用推進

大塚グループ環境方針
https://www.otsuka.com/jp/sustainability/environment/
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地球環境への負荷低減 ｜ 環境マネジメント

ガバナンス

気候変動を含む環境課題に伴うリスクや機会については、大塚
ホールディングス代表取締役副社長を委員長とし、各事業会社の取
締役または役員で構成される「大塚ホールディングス環境委員会」
が中心となってその取り組みを統括しています。同委員会では、大塚
グループ全体の方針や施策について議論するとともに、設定された
目標に対する進捗状況のモニタリングを行っています。さらに、グ
ループの経営戦略に関わる重要な環境課題については、大塚ホール
ディングス取締役会に上程されます。取締役会が、グループ全体の
経営方針や目標を定め、各事業会社の経営および業務執行を監督し
ています。取締役会で決議された環境に関する方針や施策は、各事
業会社の生産部門の取締役をはじめ、環境管理担当者で構成される
「大塚グループ環境実務者委員会」によって実行、展開され、現場レ
ベルでの具体的な取り組みへとつながっています。

リスク管理

当社グループは、財務および戦略に重大な影響を及ぼす可能性の
ある環境リスクを「大塚ホールディングス環境委員会」および「大塚
グループ環境実務者委員会」にて特定、評価のうえ対応計画を策定
し、その実行状況をモニタリングしています。リスク評価の結果、重要
と判断された事項については、大塚ホールディングス環境委員会委
員長より取締役会に報告されます。取締役会で決議された内容を、
当社グループの対応方針として各社に共有し、環境リスク低減に向
けたマネジメントの強化を図っています。

環境マネジメント体制

当社グループは、「大塚ホールディングス環境委員会」の傘下に環
境管理責任者を任命するとともに、環境マネジメントシステム
（EMS）統合事務局を設置し、国内事業会社を横断した環境管理体

制を構築しています。事業活動に伴う環境負荷の低減や環境リスク
管理強化のため、法的基準を上回る自主基準の設定・遵守に取り組
むとともに、当社が策定した内部環境監査方針に基づく事業所間監
査を実施しています。

これらの監査では、大塚グループ環境方針の浸透状況や環境目標
達成に向けた取り組み状況を確認するため、共通の内部監査テーマ
を設定しています。

さらに、事業所間で内部監査を行うことで、各拠点の優れた取り
組みの共有や水平展開に加え、監査員の実践的なスキル向上や人財
育成にもつながっています。

また、環境マネジメントのグローバル標準化を推進するため、「大塚グ
ループグローバル環境マネジメントガイドライン」を策定し、国内外の拠点
への導入を拡大しています。2025年度は13社・17拠点を対象に適用
範囲を広げ、2028年度までに全生産拠点への展開を目指しています。

こうした国内外での取り組みにより、グループ全体で環境マネジ
メントの質を継続的に高めています。環境課題への対応にとどまら
ず、製造現場における安全確保や品質向上につながる組織基盤の整
備とガイドラインの構築・運用を進め、総合的な取り組みを推進して
います。

大塚グループ ISO14001 統合認証

当社グループでは、効率的で実効性の高い環境活動の推進を目指
してグループ全体での取り組みを強化すべく、2020年8月にISO 
14001の統合認証取得を開始しました。

複数の事業会社を一つの仕組みとして
運用することで、環境活動の標準化や管理
効率の向上を図っています。

2025年度には認証範囲を国内12社と
統括組織である大塚ホールディングスへ拡
大しています。

これにより、統一された環境方針やリス
ク管理のもと、グループ一体となって環境
経営の高度化を推進しています。

大塚グループ環境推進体制

共有·推進

承認

大塚グループ
サステナビリティ推進委員会

大塚ホールディングス取締役会

大塚ホールディングス
代表取締役副社長委員長

各グループ事業会社
取締役·役員委員

大塚ホールディングス
環境委員会
●環境における戦略の決定
●目標や活動計画の承認

大塚ホールディングス
環境管理責任者統括責任者

各グループ事業会社
環境管理責任者実務担当者

大塚グループ
環境実務者委員会
●目標や活動計画の立案
●活動実績の報告

提案·報告

承認審議・申請

大塚ホールディングス EMS組織概略図（2025年12月現在）

ISO14001 審査登録証

大塚ホールディングス環境責任者
代表取締役副社長

大塚ホールディングス環境管理責任者
環境戦略企画部　部長

各事業会社

大鵬薬品 大塚化学 大塚食品大塚製薬
工場大塚製薬

大塚ホールディングス
EMS統合事務局

大塚ホールディングス環境委員会 大
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地球環境への負荷低減 ｜ 環境マネジメント

● ISO14001認証取得状況（2025年12月末時点）

環境法令の遵守状況

2025年度は大塚グループにおいて、環境関連法令に基づく重大
な違反および罰金・制裁金を伴う事案は発生していません。今後も
法令遵守の徹底および管理体制の強化を通じて、環境リスクを未然
に防ぐ取り組みを継続していきます。

気候変動への対応戦略

当社グループは、事業活動におけるすべての環境負荷をゼロにす
るという2050年環境ビジョン「ネットゼロ」を掲げており、事業活
動におけるCO2排出量の削減に加え、サプライチェーン全体での環
境負荷をゼロにすることを目指しています。

また、気候変動が事業に与えうるリスクや機会、財務への影響を把
握すべく、その評価を実施しています。当社グループのサステナビリ
ティミッションの実現には、気候変動に対応する適応策と緩和策への
取り組みが重要と認識し、再生可能エネルギーの導入や、エネルギー
利用効率の最大化、そしてビジネスパートナーとのサプライチェーン
上のCO2削減に取り組んでいます。

● シナリオ分析プロセス
気候変動関連の2℃未満シナリオおよび4℃シナリオにおける事業

リスク・機会を、IEA（国際エネルギー機関）およびIPCC（気候変動
に関する政府間パネル）などが示すシナリオを用いて下記のステップ
に沿って分析し、気候関連リスク・機会に伴う財務影響および対応策
を体系的に整理しました。なお、本分析にあたっては、IPCCによる
RCP2.6（2℃未満シナリオ）およびRCP8.5（4℃シナリオ）に加
え、IEAな ら び にOECD-FAO Agricultural Outlook 2021–
2030が提示するシナリオを参照しています。

❶ 韓国大塚製薬
❷ 張家港大塚化学
❸ 大塚華南精密器械
❹ 天津大塚飲料
❺ 浙江大塚製薬
❻ 台湾大塚製薬
❼ 大塚テクノベトナム
❽ 大塚製薬ベトナム
❾ 大塚インドネシア
10 アメルタインダ大塚
11 ウィダトラバクティ
12 ラウタン大塚ケミカル
13 大塚パキスタン
14 エジプト大塚製薬
15 大塚エル・オブール製薬エジプト
16 ニュートリション エ サンテ
17 ニュートリション エ サンテ イベリア
18 ヘブロン

グローバル認証取得率61.7％
（94生産拠点のうち58拠点。国内85.4%　海外43.4%）

国内13社 海外18社
❶ 大塚ホールディングスとして統合認証
　 1） 大塚製薬
　 2） 大塚製薬工場
　 3） 大鵬薬品
　 4） 大塚化学
　 5） 大塚食品
　 6） 大塚テクノ
　 7） イーエヌ大塚製薬
　 8） 東山フイルム
　 9） ジェイ・オー・ファーマ
　 10） 大塚オーミ陶業
❷ 大塚包装工業
❸ 大塚電子

Step4
気候関連リスク・機会に対する
戦略のレジリエンスの
評価・さらなる対応策の検討

大塚グループでは、産業革命前からの気温上昇を1.5℃に抑える「1.5℃水準」に対応した気候変動目標を設定しま
した。その達成に向けて、再生可能エネルギーの導入拡大に加え、エネルギー調達価格の抑制を目的としたメガソー
ラー設備の導入、新たな風力由来電力の活用を進めています。さらに、燃料転換やエネルギー管理の一元化による
利用効率の向上を図ることで、長期的なエネルギーコストの抑制と事業活動のレジリエンス強化に取り組んでいます。

Step3
気候関連リスク・機会に伴う
財務影響の評価

シナリオ分析の結果、炭素税をはじめとする地球温暖化対策の政策強化と規制強化によるエネルギーコストの上昇な
どが大塚グループの事業活動に影響を及ぼす可能性があることが明らかになりました。

Step1
重要な気候関連リスク・機会の特定、
パラメータの設定

大塚グループの各事業会社の事業特性や社会動向を踏まえて、移行リスク、物理リスク、機会を特定しました。

Step2
気候関連シナリオの設定

2℃未満シナリオと4℃シナリオに基づき、想定される社会への影響を以下に採用しました。大塚グループの各事業
会社の事業特性や社会動向を踏まえて、移行リスク、物理リスク、機会を特定しました。

シナリオ分析プロセス

2℃未満に気温上昇を抑えるため、持続可能な発展のもと
積極的な気候政策が進められる社会
CO2排出規制の導入、再生可能エネルギー市場の拡大など、脱
炭素社会に向けた政策を強化

2℃未満シナリオ
化石燃料依存型の発展のもと
気候政策を導入しない社会
気温上昇に起因する自然災害の増加、農作物への影響度、生物
多様性の損失が増大化

4℃シナリオ

（　  p.86）
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地球環境への負荷低減 ｜ 環境マネジメント

TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に基づく気候関連リスク・機会に伴う財務影響および対応

区分 内容
事業／財務影響

当社グループの対応/ レジリエンス
2℃未満 4℃

移
行
リ
ス
ク

政策・規制
	●カーボンプライシングをはじめとした規制
強化によるコスト増 大 大

	●インターナルカーボンプライシングの導入
	●CO2フリー電力の導入
	●メガソーラーを含む太陽光発電設備の導入
	●省エネルギー、燃料転換によるエネルギー利用効率改善
	●国内外の環境設備投資

市場
	●再生可能エネルギー価格の高騰 大 大

	●エネルギー価格の高騰 大 大

評判
	●気候変動・水リスク対応不備に伴うレピュ
テーション・投資関連リスク 大 中

物
理
リ
ス
ク

急性

	●異常気象の激甚化に伴う生産施設などの
被災リスクおよびそれらに備えるためのコ
スト増
	●サプライチェーンの寸断、安定調達などの
原材料調達リスク

中 大
	●主要製品の分散生産
	●調達方針、ガイドラインの策定・開示・取引先との共有
	●サプライヤーとのコミュニケーション強化

慢性
	●気温上昇に伴うエネルギーコスト増 大 大 	●計画的な設備更新

	●気候変化に伴う農作物・天然物創薬への
影響 中 中

	●農作物・天然物創薬影響の情報収集、リスク評価、対応の
検討

機
会

資源効率
	●エネルギー高効率機器導入による運転コス
ト削減 大 中

	●新技術（蒸気不要な膜処理技術など）の情報収集やタイム
リーな導入の検討

エネルギー源
	●再生可能エネルギーの積極的導入に伴うエ
ネルギー調達リスク低減 大 小

	●インターナルカーボンプライシングの導入
	●次世代エネルギー（水素、アンモニアなど）の情報収集やタ
イムリーな導入の検討

製品および
サービス

	●気候変動緩和・適応製品のニーズの増加
に伴う収益増加（例：熱中症、感染症対応
製品）

大 大

	●化石燃料依存の軽減を目指す「プラスチックステートメン
ト」の制定
	●PETボトル飲料容器へのリサイクルペット樹脂や植物由来
のバイオペット樹脂の導入
	●熱中症予防関連製品の拡販、ライフサイクルを通じた環境
負荷の低い製品の拡販

市場
	●気候変動対応製品による新ジャンルへの
市場拡大による収益増 中 中 	●適応・緩和製品の開発（例：プラントベースの製品）

レジリエンス
	●BCP（防災対策・サプライチェーン対策）
の強化 中 大

	●事業戦略に沿った省エネルギー、再生可能エネルギーの推
進強化
	●生産拠点のBCP対策（耐震対策/浸水対策）

事業／財務影響評価 大：10億円～（営業利益を少なくとも1,000億円とした場合の1%相当）　中：（軽微）超～10億円未満　小：（軽微）

グリーンファイナンス

大塚ホールディングスは、2024年9月にグリーンボンドを発行し
ました。本債券の発行を通じて、環境配慮型プロジェクトへの資金調
達を推進し、事業成長とともに持続可能な社会の実現に向けた取り
組みを一層加速させていきます。

グリーンボンドの概要

名称

大塚ホールディングス株式会社
第4回無担保社債

（特定社債間限定同順位特約付）
（グリーンボンド）

大塚ホールディングス株式会社
第5回無担保社債

（特定社債間限定同順位特約付）
（グリーンボンド）

発行年限 7年 10年

発行額 100億円 100億円

利率 年0.911% 年1.219%

条件決定日 2024年9月13日 2024年9月13日

発行日 2024年9月20日 2024年9月20日

償還日 2031年9月19日 2034年9月20日

債券格付 AA－（株式会社格付投資情報センター（R&I））

主幹事証券会社 野村證券株式会社、大和証券株式会社、みずほ証券株式会社、
SMBC日興証券株式会社

ストラクチャリング・
エージェント＊ 野村證券株式会社

第三者評価
グリーンボンド・フレームワークについて、ICMAの「グリーンボン
ド原則2021」に適合している旨の第三者評価（セカンドオピニ
オン）をR&Iから取得

資金使途

❶ 再生可能エネルギー
	● 太陽光発電設備（再生可能エネルギー設備）の導入
	● 蓄電池の導入

❷ エネルギー効率（設備）
	●エネルギー高効率機器などの導入

❸ 環境適応製品、環境に配慮した生産技術およびプロセス
	●リサイクルPET樹脂などの環境負荷軽減に資する原材料調達

	グリーンボンド
	 https://www.otsuka.com/jp/sustainability/environment/

greenbonds.html

＊ �グリーンボンド・フレームワークの策定およびセカンドオピニオン取得に関する助言など
を通じて、資金調達の支援を行う者
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地球環境への負荷低減 ｜ カーボンニュートラル

考え方・方針

地球温暖化による気候変動は、生物資源や水資源に多大な影響
を及ぼし、自然災害の頻発など、社会基盤と事業活動の双方に深刻
な影響をもたらす世界規模の環境課題です。大塚グループは、これ
らの変化がサプライチェーン全体の安定性、継続性に重大な事業リ
スクを生じさせるものと認識し、気候変動への取り組みを経営の重
要課題として位置づけています。

また、パリ協定で定められた国際的な目標・指標と整合した温室
効果ガス排出削減を進め、サプライチェーン全体での脱炭素化を推
進することで、持続可能な社会の実現を目指していきます。

指標・目標

2028年度目標

●CO2排出量の削減
Scope1,2：50%削減（2017年度比）
Scope3：�2050年度カーボンニュートラルに向けた

取り組み
●自己創出再生可能エネルギー20％

CO2排出量削減の取り組み（Scope1,2）

当社グループは、2028年度までにCO2排出量を2017年度比
で50％削減することを目標に掲げています。2025年度時点では、
34.7％の削減を達成しており、目標に向けて着実に進捗していま
す。再生可能エネルギーの利用拡大においては、CO2フリー電力の
積極的な導入に加え、新たな再生可能エネルギーの創出に貢献する
「追加性」の確保を重視しています。

国内では、2025年度に大鵬薬品 北島工場および大塚製薬 徳島
美馬工場で大規模な太陽光発電設備を導入しました。2026年1月
にはグループとして初となる風力発電由来の電力導入も完了し、より
安定的で効果的な再生可能エネルギー調達体制を構築しています。
海外では、インドネ
シアのPTアメルタ
インダ大塚 スカブミ
工場、クジャヤン工
場において屋根置
きの大規模太陽光
発電設備の導入を
完了しています。

自己創出再生可能エネルギー20%へ向けて

自己創出再生可能エネルギーとは、当社グループの設備導入や発
電事業者との協働を通じて創出される再生可能エネルギーのことで
す。当社グループは、2028年度までにその導入比率20％を目指し
ており、2025年度時点では4％となりました。また、安定した電力
確保とエネルギーレジリエンス強化の観点から太陽光のみに依存す
ることへの課題を認識し、今後も多様な電源構成の拡充を通じて自
己創出再生可能エネルギー比率の向上を図ります。

CO2排出量削減目標と進捗（Scope1,2）

PTアメルタインダ大塚 スカブミ工場の太陽光発電設備

CO2排出量地域別内訳

再生可能エネルギー電力比率・
自己創出再生可能エネルギー比率（グローバル）

日本

北米

アジア・中東など

欧州

50.5%

7.5%

39.8%

56.9%

29.5%

11.7%
2.3% 1.9%

2017 2025 （年度）

自己創出再生可能エネルギー
4%

一般電力
42% 2025年度

再生可能エネルギー由来電力
54%

発電量は国内・海外合計で
約32,643MWh
約8,300世帯の年間使用量
に相当
※ 令和5年度 環境省 家庭部門
のCO2排出実態統計調査より

CO2排出量
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（千t-CO2）

（年度）2023
実績

2022
実績

2017
実績

（基準年）

2025
実績

2024
実績

2050
目標

2028
目標

818

576
523 558 534

0.66

0.33
0.26 0.24 0.22

CO2売上原単位

2017年度比
34.7%削減

2017年度比
50.0%削減

ネットゼロ

0

0.8

0.4

0.6

0.2

（t-CO2/百万円）

2028年度目標達成に向けた施策

● 省エネによるCO2削減施策
の徹底と国内外水平展開

● 再エネ（太陽光・風力・水力
発電）のさらなる導入・拡大

● 蓄電池の導入
● 非化石価値の調達

2050年度目標達成に向けて

● 既存施策の高度化・横展開
● 熱エネルギーの電化の促進
● 新エネルギーの導入
● 産業・社会と一体となった
脱炭素の推進

● 次世代技術の活用を含めた
削減活動の深化

「カーボンニュートラル」セクションに掲載している各数値は、見やすさを考慮し、千tまたは千m3単位で表示し、百の位を四捨五入しています。
削減率・増減率は元データ（1tまたは1m3単位）を用いて算出しているため、表示値をもとにした単純計算とは一致しない場合があります。
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地球環境への負荷低減 ｜ カーボンニュートラル

サプライチェーン全体での�
CO2排出量削減の取り組み（Scope3）

当社グループは、事業活動におけるすべての環境負荷をゼロにす
る2050年環境ビジョン「ネットゼロ」を掲げており、各事業会社の
生産活動、さらにはサプライチェーン全体での環境負荷低減の取り
組みを行っています。本ビジョンの実現に向けて、当社グループ内で
は統合エネルギーサービス体制を構築し、再生可能エネルギーの一
括調達やグループ内で発電した電力を各事業所へ供給する取り組み
を推進しています。（  p.89）2024年4月には、製品の容器の一部
を生産委託しているビジネスパートナーに対して再生可能エネル
ギーの供給を開始しました。さらに、調達活動においても調達方針の
周知やアセスメントの実施により、サプライヤー企業にも環境配慮を
求める「サステナブル調達」に取り組み、持続可能なサプライ
チェーンの構築を目指しています。

今後も新しい技術やソリューションの活用を通じ、ビジネスパート
ナーと協働し、サプライチェーン全体での環境負荷の低減と事業成
長の両立に向け、さらなる取り組みを進めていきます。

● ビジネスパートナーへの再生可能エネルギーの供給による 
環境負荷低減評価
2024年4月に開始したビジネスパートナーへの再生可能エネル

ギー供給を、サプライチェーン全体での環境負荷低減の取り組みとし
て位置づけ、その効果を把握すべく、該当製品のカーボンフットプ
リント＊評価を実施しました。

定期的に製品の環境負荷を評価し、その結果を活用し改善策を講
じることで、サプライチェーン全体でのCO2排出量削減に取り組んで
います。

	取り組みの詳細はこちらをご参照ください 
https://www.otsuka.com/jp/group_news/detail.php?id=1590

＊ �カーボンフットプリント：製品やサービスの原材料調達から廃棄、リサイクルに至るまでの
ライフサイクル全体を通して排出される温室効果ガスの排出量をCO2排出量に換算し、
製品に表示された数値もしくはそれを表示する仕組み

容器由来Scope3削減への挑戦

「ポカリスエット」を含むPETボトル飲料製品に
100％リサイクルPETボトルを導入

大塚製薬は、製品ライフサイクル全体における温室効果ガス排出量
の削減、化石資源使用削減に向けて、2026年1月下旬より、「ポカリ
スエット」を含むPETボトル飲料製品の約9割以上（本数ベース）＊に、
100%リサイクルPETボトルを導入しました。これらの取り組みによ
り、年間約5,300トンのCO2排出量削減を見込んでいます。＊

原材料調達・製造段階における化石資源由来原料の使用削減を通
じ、製品ライフサイクル全体での環境負荷低減に寄与しています。

	p.91 容器包装における資源循環の推進

＊ 2026年度生産計画に基づく試算

エネルギーレジリエンス強化に向けた電源構成の多様化

事業運営を支えるエネルギー基盤のさらなる強化へ

大塚グループは、これまで生産拠点での太陽光発電設備の導入を拡
大してきましたが、2025年度には当社国内グループ初の敷地外太陽
光設備によるオフサイトPPA*を開始し、新たな電源調達モデルを確立
しました。さらに、2026年1月には四国電力（株）と協働し、風力発電
由来の電力を初導入するなど電源の多様化も進めています。また、
2027年4月の電力供給開始を目指し、（株）JERA Crossと協働し
て関東エリアで新設される太陽光発電所の電力を長期的に調達する契
約を締結しました。

このように、多様な電源構成を組み合わせたエネルギーミックスの最
適化を進め、効率的で安定したエネルギー運用を実現することで、事業
運営を支えるエネルギー基盤の強化につなげています。

自己創出再生可能エネルギーの取り組みを深化させることで、脱炭
素の推進と事業レジリエンスの向上を図っていきます。今後も、多様な
パートナーとの協働により環境負荷低減の取り組みを一層加速させ、
サステナブルな社会の実現と長期的な企業価値向上へとつなげていき
ます。
＊ �オフサイトPPA：企業や自治体が自社敷地外の再生可能エネルギー発電所から、

電力を長期契約で購入する仕組み

高知県大豊町のアウトドア観光施設「ゆとりすとパークおおとよ」に設置されている
四国電力（株）の風力発電設備

温室効果ガス排出量（Scope1、2、3＊）

1,217
千t-CO2

Scope3
89.4%
その他のカテゴリ
30.6%
カテゴリ1
（購入した製品・サービス）
58.8%

Scope1
10.5%
Scope2
0.1%

データの範囲：大塚製薬、大塚製薬工場、大鵬薬品、大塚化学、大塚食品の5社

2025年度
温室効果ガス
総排出量

＊ Scope1（直接排出）
自社での燃料使用などによる温室効果ガスの排出
Scope2（間接排出）
購入した電気・熱・蒸気の使用に伴う温室効果ガス排出
Scope3（その他の間接排出）
原材料調達から製品廃棄まで、サプライチェーン全体での温室効果ガス排出
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地球環境への負荷低減 ｜ カーボンニュートラル

国内グループ統合エネルギー管理による�
ベストミックス*の追求

大塚グループは、国内におけるエネルギー管理の一元化と高度な
需給管理体制の構築を進めるため、事業会社の間接業務を集約する
シェアードサービス子会社・大塚ビジネスサポート内にエネルギーサ
ポート部（ES部）を設置しています。ES部は、電力需給管理や再生
可能エネルギー電力の一括調達、全国の事業所への供給を担い、エ

ネルギー運用の中核機能を果たしています。
統合エネルギー管理の主要拠点である「大塚グループエネルギー

管理棟」では、大塚化学のコージェネレーションシステムで発電した
電力と蒸気を事業所へ供給するなど、同社との連携を通じて、電気・
蒸気の安定供給と柔軟なエネルギー運用を実現しています。

また、同管理棟に隣接して、水素を活用した実証実験プラントが稼
働しており、CO2を排出しない次世代エネルギー技術の検証にも取
り組んでいます。

当社グループは、今後もエネルギー管理体制の高度化を図るとと
もに、環境性・経済性・安定供給性を踏まえたエネルギーベストミッ
クスの追求を通じて、事業成長と環境への対応の両立を目指して、
取り組みを推進していきます。
＊ �ベストミックス：環境性、経済性、安定供給性などを考慮した電源構成の最適化を追求す

ること

物流由来Scope3削減への挑戦

サプリメント「ネイチャーメイド」輸入コンテナの積載効率改善により、CO2排出量の削減を実現

大塚製薬では、近年、「ネイチャーメイド」の供給体制を見直す中で輸入量の
構成が変化し、これまで高い水準を保っていた輸送コンテナの積載効率が低
下する状況が生まれていました。その結果、コンテナ本数が増えてCO2排出量
や輸送コストが上昇し、国際物流の混乱やコンテナ不足といった外部リスクの
影響も受けやすい状況となっていました。

この課題に対し、日本側の現場従業員から「積載方法を工夫すれば改善
できるのではないか」との提案がなされました。同社では、積載効率の向
上が環境負荷と輸送コストの抑制につながり、外部環境の変化への備えに
もなるとの考えから、輸送貨物の積み付け方法の見直しを検討しました。

検討の過程では、「ネイチャーメイド」を製造するファーマバイト社と継続
的に意見交換を行い、現地の作業条件や運用実態を踏まえながら、パレット

の2段積みを基本とする積載方法の導入に向けた調整を進めました。導入
にあたっては、積み付け作業における工夫や運用ルールの整理に加え、各
コンテナの積み付け状況を継続的に確認する仕組みを取り入れるなど、日
米で連携しながら安定的な運用体制の構築に取り組んでいます。

こうした現場における創意工夫と関係者の連携の結果、輸送コンテナの
積載効率は大きく改善し、年間21本のコンテナ削減を実現しました。これに
より、約50トンのCO2排出量削減や輸送コストの抑制にもつながっていま
す。今後は、本取り組みで得られた知見を他製品や別の輸送ルートにも展開
し、供給体制の変化に応じた物流最適化を進めることで、サプライチェーン
全体のレジリエンス向上とリスク低減に取り組んでいきます。

コンテナ積載効率改善イメージ イメージ例：米国から日本へ、3ロットを輸送するケース

1ロットずつを
各コンテナに積載
※ コンテナの積載率は6割程度

【改善前】

ロットを分割して
積載することで、
コンテナ本数を削減
※ コンテナの積載率は9割以上に

【改善後】

ロット1 ロット2 ロット3 空きスペース

コンテナC

コンテナB

コンテナA

コンテナB

コンテナC

コンテナA

CO2フリー電力

再生可能エネルギーの供給

大塚グループ自社工場をはじめとする事業拠点に全国展開へ

大塚ビジネスサポート
エネルギーサポート部（ES部）
電力需給管理/非化石証書調達/低炭素化設備投資

大塚グループ独自の電力ベストミックスを目指す

電力会社
発電事業者

大塚グループ内融通

自社発電設備

小売電気事業者

再生可能エネルギー
発電事業者·発電者

など

オンサイト再エネ発電*1

＊1 オンサイト：自社の敷地内に発電設備を
設置して、電気を提供する仕組み

＊2 オフサイト：一般送電網を介して、大塚グ
ループ自社工場に電気を提供する仕組み

オフサイト再エネ発電*2

大鵬薬品 北島工場に導入さ
れた太陽光発電設備
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地球環境への負荷低減 ｜ サーキュラーエコノミー

考え方・方針

サステナブルな社会の実現と企業の持続的な成長の両立には、環
境に負荷をかけないサーキュラーエコノミー型の事業モデルへの転
換が必要であると認識しています。大塚グループでは、「化石資源 
由来原料の使用」と「自然への廃棄物の排出」をゼロにすべき環境
負荷と認識し、「化石資源由来原料の使用ゼロ」および「ゼロウェイ
スト＊」をビジョンとして活動しています。また、サプライチェーン全体
で資源効率を高め、生物資源を含むすべての資源との持続可能な共
生関係を構築していきます。

	プラスチックステートメント 
https://www.otsuka.com/jp/sustainability/environment/plastic.html

＊ �ゼロウェイスト：自然への廃棄物の排出（単純焼却・埋立）をゼロにし、すべての資源を
有効利用する考え方

指標・目標

2028年度目標

●単純焼却と埋立を50%削減（2019年度比）
●食品ロス削減計画の策定と実行

2030年度目標

●PETボトルにおけるリサイクル原料�
および植物由来原料の使用割合100%

ゼロウェイストに向けた取り組み

現在、廃棄物総排出量の約85％は再資源化され、有効利用が
進んでいます。当社グループでは、単純焼却および埋立となっている
残り15％の廃棄物を対象に、2019年度を基準年として50％削減
することを目標に掲げています。

2025年度時点では、21.0％の削減（基準年比）を達成してお
り、引き続き資源の循環的かつ効率的な活用を通じて、ゼロウェイス
トの実現を目指していきます。

目標達成に向けて、国・地域ごとの廃棄物処理状況を把握すると
ともに、内訳を詳細に分析し、課題を特定したうえで、具体的な取り
組みを進めています。

● 食品ロス削減について
ゼロウェイストの実現に向け、食品ロス削減の取り組みを段階的に

推進しています。まず、各事業会社における食品ロスの実態把握に向
け、基準年となるデータの整理を進めています。

これまでも、需給予測・生産計画の精度向上や賞味期限延長によ
るロスの未然防止、寄贈などを通じて食の供給チェーンへ戻す取り
組みを進めてきました。

今後はこれらをさらに強化するため、2026年度より各事業会社
と連携した削減活動を本格化し、食糧供給チェーンの中で自社が貢
献可能な領域を明確にしたうえで、食品ロス削減のさらなる推進を
図ります。

また、供給チェーンへの再活用が困難な食品については、肥料・飼
料化、マテリアルリサイクル、メタン発酵による発電・熱回収など、資
源としての有効活用を徹底します。

単純焼却・埋立量削減目標と進捗
単純焼却・埋立
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（基準年）
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実績
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0.013

0.0060.007

単純焼却・埋立売上原単位
0.020

0.015

0.010

0.005

0

（t/百万円）
2019年度比
21.0%削減

（年度）2050
目標

ネットゼロ

2028
目標

2019年度比
50.0%削減

廃棄物排出量の内訳

2025年度
廃棄物排出量
95.2千t

有効利用量＊

84.7%

単純焼却・埋立量
15.3%

＊ �有効利用の内訳：マテリアルリサイクル（有価物含む）、発電・熱利用・燃料化、堆肥化・
飼料化

単純焼却・埋立量地域別内訳

2025年度
単純焼却・
埋立量

14.6千t

日本
16.1%

アジア・中東など
54.8%

北米
25.7%

欧州
3.5%

大塚グループの食品ロス削減のイメージ
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発生
抑制

飼料化 肥料化 マテリアル
リサイクル

メタン発酵
（熱回収  発電）

有効
利用

流通 流通 販売 消費原料 生産
プロセス

製品
在庫

需給予測・生産計画の精度向上・
賞味期限延長など

供給チェーンからの逸脱を防止

食糧供給チェーン
への還元

原料廃棄 仕掛品廃棄 製品在庫廃棄

人への食糧供給チェーン

「サーキュラーエコノミー」セクションに掲載している各数値は、見やすさを考慮し、千tまたは千m3単位で表示し、百の位を四捨五入していま
す。削減率・増減率は元データ（1tまたは1m3単位）を用いて算出しているため、表示値をもとにした単純計算とは一致しない場合があります。
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地球環境への負荷低減 ｜ サーキュラーエコノミー

容器包装における資源循環の推進

● PETボトルの資源循環
プラスチック製容器包装が環境に与える影響を鑑み、大塚グルー

プは2030年度目標として、「PETボトルにおけるリサイクル原料お
よび植物由来原料の使用割合100％」を掲げています。これまで、
プラスチック容器包装の軽量化やラベルレス製品の販売など、プラス
チック使用量の削減に継続的に取り組んできました。2025年度
には、「オーエスワン」（300ml）および「ジャワティストレート」
（270ml・500ml）において100％リサイクルPETボトルを導入
し、国内での飲料製品におけるリサイクルPET樹脂の割合は16.5％
に到達しました。また、海外においても、インドネシアで販売されてい
る「ポカリスエット」（350ml）にて30％リサイクルPETボトルを採
用するなど、グローバルでの取り組みを着実に進めています。

さらに、大塚製薬は2026年1月下旬から、同社PETボトル飲料
製品の9割以上（本数ベース）＊を100％リサイクルPETボトルへ切
り替え、全国展開を開始しました。引き続き、資源循環への取り組み
の拡大を通じて、ブランド価値の向上に寄与していきます。
＊ 2026年度生産計画に基づく試算

実現に向けた取り組みを着実に推進するとともに、持続可能な事業
基盤のさらなる強化に努めていきます。
＊ �ボトルtoボトル：使用済みPETボトルを原料化（水平リサイクル）し、新たなPETボトル

に再利用すること

● グループ連携による 
医薬品包装PTPシートの再資源化プロセスを構築
大塚製薬と大鵬薬品は、医薬品包装に使用されるPTPシートの再

資源化に向け、リサイクルスキームを構築しました。従来、PTPシート
はリサイクルが難しく、廃棄時には焼却処理に頼らざるを得ない状況
にありました。両社はこの課題に対し、ビジネスパートナーと連携し、
再資源化を可能とするプロセスを確立しました。

本取り組みにより、年間約57トンのPTPシートをプラスチックや
工業用アルミ素材として再利用することが可能となり、循環型社会
への移行に寄与しました。

また、複数工場のPTPシートを集約・
圧縮し、輸送タイミングを最適化するとと
もに、モーダルシフト＊を取り入れるなど、
効率的な輸送体制の構築によりCO2排
出量の大幅な削減も実現しました。
＊ �モーダルシフト：物流の輸送手段を効率的かつ環

境負荷の低い方法（鉄道や船舶など）に変更する
こと

● 品質と環境配慮を両立した医薬品容器包装の導入
大塚グループでは、製品の品質・安全性および安定供給を最優先

とし、医薬品においても包装材の薄肉化、個装箱の小型化、紙製容器
の再生紙利用など、環境に配慮した包装資材の開発や使用素材の見
直しを進めています。

こうした取り組みの一環として、プラスチッ
ク容器についても植物由来原料のバイオマス
プラスチックを採用した製品の展開を開始し
ています。今後も、製品全体のライフサイクル
を見据え、品質と環境配慮の両立に向けた
改善を積み重ね、持続可能な事業基盤の強
化につなげていきます。

多様なアプローチによる資源循環の推進

● 自治体やビジネスパートナーとの協働による 
「ボトルtoボトル」水平リサイクルを推進
大塚製薬では、2022年11月より自治体やビジネスパートナーと

の協働を通じて、「ボトルtoボトル＊」水平リサイクルの取り組みを推進
しています。

本取り組みを推進する資材部門は、NC関連事業が進める自治体
との包括連携協定の枠組みを基盤に、連携を深めることで取り組み
を加速させ、2025年度時点で全国30以上の自治体と資源循環協
定を締結しています。

こうした協働を通じて創出されたシナジーは、PETボトルの長期的
かつ安定した回収スキームの構築に寄与し、持続可能な資源調達と
循環利用の強化につながっています。

また、東京マラソンや東京2025世界陸上競技選手権大会などの
大規模イベントにおいても、使用済みPETボトルの回収や「ボトルto
ボトル」水平リサイクルの啓発活動を実施してきました。今後も各事
業会社、行政、自治体、ビジネスパートナーと連携し、循環型社会の

100％リサイクルPETボトルを用いた大塚グループの飲料製品

リサイクルPET樹脂
16.5%

バージン樹脂
83.5%

2025年度

「ムコスタ錠100mg」
バイオマスプラマーク

東京2025世界陸上におけるPETボトル分別回収の取り組み（左上）
来場者の分別行動を促すリサイクルボックス（右上）徳島市 PETボトル資源循環リサイクル
に関する協定締結式（左下）「ボトルtoボトル」水平リサイクル概念図（右下）大塚製薬 大塚食品大塚製薬工場

PETボトルにおけるリサイクル原料導入比率
（2025年度・国内／大塚製薬・
大塚製薬工場・
大塚食品の集計）

PTPシート（左）をプラスチック
（右上）とアルミ箔に分解（右下）

ボトルtoボトルボトルtoボトル

PETボトル

洗浄 粉砕

回収

PET樹脂
原料化
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地球環境への負荷低減 ｜ ウォーターニュートラル

考え方・方針

大塚グループは創業以来、水と深く関わりを持ち、生命を支える
水を原料とした製品などを通じて、人々の疾病の治療と予防のみな
らず、健康の維持・増進に積極的に貢献してきました。そのため、私
たちにとって水は大切な資源であり、その保全は世界的にも重要な
課題の一つであるとともに、事業の持続可能性の確保にも不可欠で
あると認識しています。また、水資源は国や地域によって偏在性があ
り、リスクもそれぞれ異なることから、当社グループは多様なステー
クホルダーと協働し、取水から排水に至る水の保全に継続的に取り
組む（水を育み、大切に使い、水をキレイに還す）ことで、持続的な水
利用を目指します。

指標・目標

2028年度目標

●水ストレス地域の事業拠点での水利用戦略の立案
●水資源管理プログラムの全拠点展開
●水使用量10%削減（2023年度比）

水使用量削減に向けた取り組み

当社グループは、取水から排水に至るまでのすべてのプロセスに
おいて水資源への影響を最小化することを重視し、水の適正利用と
利用効率の向上に継続的に取り組んでいます。水使用量削減の主な
取り組みとして、生産プロセス全体を通じた水使用量の最適化に
向けて、各事業会社で運用改善や工程の見直しを進めています。こ
うした取り組みの結果、グローバル全体で水使用量を基準年比
223,418m3削減し、1.2%減となりました。水の利用効率を示す
指標である「水売上原単位」は19.2％改善（基準年比）しました。

当社グループが使用する水資源の約6割は、日本での生産活動に
由来しています。2028年度までに水使用量を2023年度比で
10％削減するという目標の達成に向け、国内2工場（大塚製薬 袋
井工場、大塚化学 徳島工場）をパイロット拠点として選定しました。
両工場では事業が異なるため、それぞれの活動に応じた水使用削減

の可能性を把握するべく、今後詳細な調査と評価を進めていきま
す。そのうえで、具体的な削減施策の検討と実行に取り組むととも
に、得られた知見や有効な取り組みを他拠点へ展開し、対象拠点の
拡大を図ります。

生産現場における水使用量の�
最適化に向けた取り組み

大塚製薬では、飲料充填後の加熱殺菌・冷却を行うパストライ
ザー工程において水量制御方法の最適化を進めるとともに、洗浄工
程では加圧ポンプユニットを導入し、水使用量の最適化と洗浄品質
の向上を図りました。これらの取り組みにより、前年比104,732m3

の水使用量削減を実現しました。
また、大塚製薬工場では、排水の水質を維持するプロセスを見直

し、水質管理に必要な水量を最適化することで、排水処理全体の効率
向上につなげ、前年比380,591m3の水使用量削減を達成しました。

さらに、大塚食品では、飲料製造ラインにおける洗浄頻度を適正化
する取り組みを進め、50,230m3の水使用量削減に寄与しました。

当社グループは、これらの改善を通じて水資源の有効利用を推進
しており、今後も継続的な取り組みを進めていきます。

水使用量削減のパイロット拠点として選定された大塚製薬 袋井工場

水使用量地域別内訳

水使用量削減目標と進捗

19,166千m3

2025年度
水使用量

日本
63.7%

アジア・中東など
31.3%

欧州
1.0%

北米
4.0%

水使用量

0

20,000

16,000

12,000

8,000

4,000

（千m3）

0

15.00

12.00
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6.00

3.00

（m3/百万円）

（年度）2023
実績

（基準年）

2024
実績

2025
実績

2028
（目標）

19,389 19,686 19,166

9.61
8.45 7.76

1.2%削減

2023年度比
10%削減

水利用効率
19.2%改善

水売上原単位

エリア別の取水量� （単位：千m3）

エリア 上水・水道水・
工業用水 河川水 地下水

日本 11,053 77 1,076

アジア・中東など 3,177 0 2,825

北米 643 0 121

欧州 167 4 24

「ウォーターニュートラル」セクションに掲載している各数値は、見やすさを考慮し、千tまたは千m3単位で表示し、百の位を四捨五入しています。
削減率・増減率は元データ（1tまたは1m3単位）を用いて算出しているため、表示値をもとにした単純計算とは一致しない場合があります。
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地球環境への負荷低減 ｜ ウォーターニュートラル

生産拠点における水リスク評価の実施

グローバルで多様なビジネスを展開する大塚グループにとって、
その持続的な成長には、地域ごとの環境リスクを踏まえた対応が重
要です。水資源については事業の持続可能性への影響を踏まえ、全
101拠点（生産拠点および研究所）を対象に、長期的なリスク対策
の評価を定期的に実施しています。

世界資源研究所の水リスク評価ツール「Aqueduct」を用いて、
「水資源ひっ迫度（水資源リスク）」および「季節変動リスク」の観点
から各拠点を評価し＊、潜在的な高リスク拠点を抽出しました。そのう
えで、2024年度の取水実績に基づき、水リスクに関するアンケート
調査を実施し、優先的に対応すべき拠点の整理を行いました。その

結果、1工場が水リスクの高い拠点に該当することが確認されまし
た。2025年度の水使用量のうち、当該工場での使用は1.9％にと
どまっており、現時点では顕在化したリスクは確認されていません。
今後は、さらなる水リスクに関する調査結果を踏まえ、現地子会社と
連携しながら詳細なリスクの精査を進め、水利用戦略の立案に向け
た取り組みを推進していきます。
＊ Aqueductバージョン4.0、FUTURE2050年BAUシナリオを用いて評価

水資源管理ガイドライン

大塚グループは2024年度に、サプライチェーン上の水資源リスク
把握を目的とした「水資源管理ガイドライン」を策定しました。全生

産および研究拠点において取水から排水までの水量・水質をモニタ
リングし、地域ごとの水資源管理を強化することで、持続可能な水利
用を推進しています。本ガイドラインは、国や地域で定められた法
令・条例の遵守はもとより、水資源に関する管理項目および管理基
準を定めて運用することで、事業成長とともに持続可能な社会の実
現を目指すものです。

水資源は国や地域によって偏在し、リスクの内容や法規制も異な
ることから、当社グループでは水管理の複雑性と重要性を認識し、
地域特性に応じて柔軟に対応できる管理体制の構築を目指しています。

2025年度には、水資源管理の適正化に向け外部機関による全
101拠点の排水に関する基礎的管理項目の確認を完了しました。こ
れを受けて、より詳細な水質評価が必要となる拠点を対象に、測定
および分析の取り組みを開始しています。

将来的には、グローバルでの水管理を高度化するための枠組みを
整備し、当社グループ全体の水管理レベルを継続的に向上させること
で、各地域の状況に応じた持続可能な水利用を実現していきます。

Aqueduct 水ストレスマップ　大塚グループのエリア別水使用量割合および水リスクが高い拠点

出典：WRI Aqueduct

水ストレス
非常に高い
（＞80％）
高い
（40-80％）
中～高
（20-40％）
低中
（10-20％）
低
（＜10％）

乾燥した低水の使用

データなし

欧州
1.0%

南アジア・
北アフリカ
6.9%

東南
アジア＊
15.9%

東アジア
8.6%

日本
63.7%

北米
4.0%

＊ 東南アジアには、水リスクの
高い拠点が1カ所該当します

水資源管理ガイドライン5つのテーマ

5テーマ13項目それぞれの管理項目について測定頻度や測定方法、報告方
法などを定める

水量 水質

危機管理 ガバナンス

WASH
（従業員の水利用状況）
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地球環境への負荷低減 ｜ バイオダイバーシティ

考え方・方針

大塚グループは、生物多様性がすべての事業になくてはならない
自然資本であるとの認識のもと、自らの活動が自然環境に与える影
響を正確に捉え、その影響に配慮した保全と回復に努めています。

自然の恩恵を受ける社会の一員として、豊かな自然を次世代につ
なぐ持続可能な社会の実現に向け、生物多様性への取り組みを推進
していきます。

	大塚グループ生物多様性方針
	 https://www.otsuka.com/jp/sustainability/environment/

biodiversity.html

指標・目標

2028年度目標

●RSPO認証パーム＊1油を100%利用
●サステナブル紙＊2を100%利用

＊1	RSPO認証パーム：RSPO（持続可能なパーム油のための円卓会議）が承認する持続
可能な認証油

＊2	適切に管理された森林認証制度に対応している認証紙や再生紙

地域の生態系に配慮した事業活動

当社グループは、法令に基づいた動植物の保全のほか、地域に根
差した自然の保護などに取り組んでいます。生産拠点を有する国内
外の事業会社に毎年環境アンケートを実施し、法律など（IUCN保護
地域管理カテゴリー、ラムサール条約、国内法令）で定められた保護
すべき動植物の生息に関する法令遵守状況や保護活動の実施有無
をモニタリングしています。

また、生物多様性方針・活動指針を改定し、事業活動における自
然への依存と影響を評価していくため、TNFD（自然関連財務情報
開示タスクフォース）に沿った「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」
「目標と指標」に関する情報開示を行っていく予定です。

持続可能な調達

当社グループでは、生物多様性の保全と持続可能な自然資源の
利用が持続的な成長に必要不可欠であると認識し、持続可能性に配
慮されたパーム油と紙の調達を進めています。

	調達 
https://www.otsuka.com/jp/sustainability/society/quality/procurement.html

● RSPO認証パーム油の進捗状況
当社グループは、2026年3月にRSPOへ加盟しました。2024年

度のパーム油使用量は約1,100トン＊1であり、今後は大塚ホール
ディングスを中心に内部統制システムの整備を進め、各事業会社との
連携を図りながら認証取得に向けた取り組みを推進していきます。サ
プライチェーンのトレーサビリティ確保を通じ、責任あるパーム油調達
を推進していきます。
＊1 国内3社（大塚製薬、大塚食品、イーエヌ大塚製薬）の集計

● サステナブル紙の進捗状況
2025年度に紙調達ガイドラインを策定し、紙使用量の削減と持

続可能な紙の利用に向けた取り組みを開始しました。報告書などの
紙媒体はすでにサステナブル紙へ切り替え、オフィス資材については
2025年度時点で91.1%＊2の移行を達成しています。

今後は製品の包装資材や販促資材にも対象を拡大し、森林認証材
や再生材など環境配慮要件を満たす紙への移行を計画的に進めて
いきます。こうした取り組みの一例として、グループ会社である大塚
包装（FSC®認証取得者）は、FSC®認証紙を使用した包装資材の開
発・供給に取り組んでいます。また、海外においては子会社の利用状
況の把握を進め、グローバルでの取り組み強化を図っています。
＊2 �国内5社（大塚製薬、大塚製薬工場、大鵬薬品、大塚化学、大塚食品）の集計

● アグロエコロジー＊3の推進
欧州の健康食品のパイオニアであるニュートリション エ サンテ社

は、気候変動などによる土壌劣化を背景に、農業協同組合・農家と
の三者連携でアグロエコロジーを推進しています。2024年度のパー
トナーシップ締結から、化学肥料削減や技術・財政支援とともに、複
数作物・地域での導入を進展させ、2030年度までに原材料調達の
60%以上（小麦・有機大豆は100%）を本手法へ移行することを
目指しています。これ
により、土壌保全と高
品質な原材料の安定
的な調達・供給体制の
構築を図り、持続可能
な農業の推進につな
げています。
＊3 �アグロエコロジー：農地および周辺環境における多様な種同士の相互作用を効果的に

活用することで、化学農薬や化学肥料に頼らず、土壌の品質・植物の健康・作物の生産
性を向上させる農業・農法。地域環境に適した多様な（伝統）農法・在来知・小規模多
品目生産の有効性を科学的に実証していく取り組み

● リジェネラティブ農業（再生型農業）＊4の推進
米国の自然植物由来サプリメントのパイオニア企業であるフードス

テイト社は、学術機関と連携した科学的検証、サプライヤー教育への
投資、関連イニシアチブへの参加を通じて、リジェネラティブ農業を
推進しています。

具体的には、土壌の状態や水分の動き、生物のはたらきなどに着目し
た調査を行う研究機関
と協働し、再生型農業
が土壌健全性や環境に
与える影響について検
証し、その意義を発信し
ています。
＊4 �リジェネラティブ農業（再生型農業）：土壌の健康、水循環、生物多様性に焦点を当て、農場の

生産性と収益性を向上させながら、農場全体の生態系の健康を改善することを目的とした
農業アプローチ

大塚包装（FSC®-C131331）のFSC®認証包材を使用した製品の一例

三者間の協定式の様子

フードステイト社におけるリジェネラティブ農業の実践
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地球環境への負荷低減 ｜ バイオダイバーシティ

TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）提言に沿った依存と影響の評価状況

今後も、自然資本への依存と影響を継続的に確認し、特に負の
影響の低減に優先的に取り組むことで、自然との共生を図りなが
ら、持続的な事業運営を目指していきます。

た。この分析により、バリューチェーンが生態系サービスに依存する
度合いや、将来的に自然資本へ与え得る負の影響の所在を整理し、
自然関連リスクと機会の所在を把握しました。

大塚グループは、自然資本との健全な関係が事業の持続的成長
に不可欠であるとの認識のもと、自然関連財務情報の重要性を踏
まえ、TNFDが推奨するLEAPアプローチを参考に、自然資本に関
する依存と影響を体系的に把握するための分析を進めています。さ
らに、国連環境計画金融イニシアチブなどが開発した自然関連リス
ク評価ツール「ENCORE」を活用し、医薬品、NC関連製品などを
対象に自然資本への潜在的な依存構造と影響度を可視化しまし

LEAPアプローチ

Locate  発見
依存·影響のスクリーニング

Evaluate  診断
依存と影響の特定

Assess  評価
機会とリスクの特定

Prepare  準備
戦略と資源配分計画

ENCOREを活用した依存と影響の評価
主な事業活動 依存 影響

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン

の
段
階

大分類 小分類・細分類

供給サービス 調整および維持サービス
陸/淡水/

海の
利用変化

汚染（発生と排出） 資源利用 気候変動 外来種・その他

バイオマス
供給 水の供給 遺伝物質 空気濾過 地球規模の

気候調整
地域気候

調節
降雨

パターン制御
（亜大陸規模）

土壌・堆積
物の保持

固形廃棄物
の修復

暴風雨
緩和 洪水緩和 水流調整 浄水 生物学的

防除
土地利用

地域
非GHG
大気汚染

物質

水と土壌
への栄養
汚染物質

水と土壌
への有毒
汚染物質

固形
廃棄物 水使用量 GHG排出 外来種の

導入
妨害

（例：騒音、
光）

直
接
操
業

製造業

清涼飲料

その他の食料品

医薬品、薬用化学品およ
び植物性薬品

電気、ガス、蒸気および
空調供給業 化石燃料エネルギー生成

水供給業、下水処理並びに
廃棄物管理および浄化活動

水収集・処理・供給

下水処理

上
流

製造業

紙および紙製品

プラスチック製品

清涼飲料

ガラスおよびガラス製品

その他の食料品

精穀・製粉業、澱粉・澱粉
製品

植物・動物油脂

農林漁業 穀物（米を除く。）、豆類
および採油用の種の栽培

電気、ガス、蒸気および
空調供給業 化石燃料エネルギー生成

下
流

水供給業、下水処理ならびに
廃棄物管理および浄化活動 廃棄物処理・処分

凡例：■very high　■high　■medium 凡例：■very high　■high　■medium
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